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令和３年度実施施策に係る政策評価の事前分析表

（国土交通省３－㉙）

施策目標 ２９　道路交通の円滑化を推進する 担当部局名 道路局
道路局　路政課長　髙山 泰
都市局　街路交通施設課長　荒川 辰
雄

施策目標の概要及び達成すべき目標 渋滞対策をはじめとした交通の快適性・利便性向上を図ることで、道路交通の円滑化を推進する。
施策目標の
評価結果

８　都市・地域交通等の快適性、利便性の向
上

政策評価実施
予定時期

実績値

踏切遮断による損失時間

・社会資本整備重点計画（閣議決定）において、踏切遮断による損失時間については、令和2年度までに約117万人・時/日にすることとされて
いる。
・今後予定される連続立体交差事業や道路の立体化により削減が見込まれる開かずの踏切等の踏切遮断による損失時間により目標値を設
定。

都市計画道路（幹線街路）の整備率

・社会資本整備重点計画（閣議決定）において、都市計画道路（幹線街路）の整備率については、令和2年度までに66.5%にすることとされてい
る。
・都市内においてまとまった交通を受け持つとともに都市の骨格を形成する都市計画道路（幹線街路）の整備については、都市における交通
の快適性、利便性はもとより、都市の防災性等、都市機能全般を向上させるものであり、都市計画道路（幹線街路）の計画延長に対する完成
延長の割合を目標値として設定。

予算額計（執行額）

高速道路料金割引に係る高速道路機構からの交付申請額
と割引額
NEXCO３社の高速自動車国道の年間交通量の対前年度比
率
障害者割引の手続きに係るオンライン申請システムの管理
に必要なマニュアルの作成数
障害者割引オンラインシステムの試行環境とそれに紐付け
された報告書の作成数

交通データ（ETCデータ）の分析数

NEXCO３社の高速自動車国道の年間交通量

道路利用に係る費用負担制度に関する海外事例等の整理数

道路利用に係る費用負担のあり方の検討自治体等数

交通データ（ETCデータ）の分析数

NEXCO３社の高速自動車国道の年間交通量

業績指標 初期値 評価結果 目標値 業績指標の選定理由、目標値（水準・目標年度）の設定の根拠等目標値
設定年度

H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 目標年度

達成手段
（開始年度）

R3年度
当初

予算額
（百万円）

達成手段の概要
関連する
業績指標

番号

達成手段の目標（R3年度）
（上段：アウトプット、下段：アウトカム）

R3年度
行政事業レビュー

事業番号

H30年度
（百万円）

R1年度
（百万円）

R2年度
（百万円）

(1)
道路事業（直轄・改築等）【037
再掲】
（昭和27年度）

2021 国交省 
20003600

行政事業レビューシート参照 88 -

(2)
道路事業（補助等）【182再掲】
（昭和27年度）

2021 国交省 
20018100

行政事業レビューシート参照 88 -

(3)
有料道路事業等【183再掲】
（昭和43年度）

2021 国交省 
20018200

行政事業レビューシート参照 88 -

(4)
高速道路料金割引
（平成25年度）

2021 国交省 
20035200

行政事業レビューシート参照 -

(5)

マイナンバーカードを活用した
高速道路通行者の利便性向上
のための調査
（令和2年度）

2021 国交省 
20035300

行政事業レビューシート参照 -

(6)
高速道路ネットワークの最適利
用に関する検討経費
（令和元年度）

2021 国交省 
20035400

行政事業レビューシート参照 -

(7)
今後の道路利用のあり方に係
る検討経費
(令和元年度)

2021 国交省 
20035500

行政事業レビューシート参照 -

(8)

民間施設との連携による高速
道路の快適な利用環境実現に
向けた取組に関する調査検討
経費（令和2年度）

2021 国交省 
20035600

行政事業レビューシート参照 -

施策の予算額・執行額
施策に関係する内閣の重要政策
（施策方針演説等のうち主なもの）

第169回国会内閣総理大臣施政方針演説（平成20年1月18日）「開かずの踏切の解消など、国民生活に欠かすことのできない対策は実施しなければなりません。」

備考


